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１ 提出理由 

令和５年度税制改正による地方税法等の一部改正に伴い、次の事項を主な内容とする所要の改正を行

う。 

（１）自動車税環境性能割の経過措置の延長 

（２）自動車税種別割のグリーン化特例の延長 

（３）障がい者を多数雇用する事業所に対する特例措置の継続 
 
２ 概要 

（１）自動車税環境性能割の経過措置の延長 

    クリーンディーゼル車に対する令和４年度における経過措置（2030年度燃費基準60％達成～：非

課税）を令和５年12月末まで延長する。 
 
 （参考）令和５年度税制改正 

現行の税率区分を令和５年12月末まで据え置き、令和６年１月以降は段階的に引き上げ。 

【現行】令和３、４年度           【改正案】令和５～７年度 

 ※令和５年12月末まで現行区分を据置き 

税 率 対 象 車 
 

税 率 
対 象 車 

令和６年１月～ 令和７年４月～ 

非課税 

電気自動車 

燃料電池自動車 

天然ガス自動車 

プラグインハイブリッド車 
非課税 

電気自動車 

燃料電池自動車 

天然ガス自動車 

プラグインハイブリッド車 

2030年度燃費基準 

85％達成～ 

2030年度燃費基準 

85％達成～ 

2030年度燃費基準 

95％達成～ 

１％ 75％達成～ １％ 80％達成～ 85％達成～ 

２％ 60％達成～ ２％ 70％達成～ 75％達成～ 

３％ 
上記以外 又は 

2020年度燃費基準未達成 
３％ 

上記以外 又は 

2020年度燃費基準未達成 
（注） 現行・改正案のいずれも、上記に加え、一定の排ガス性能を要求。 

 
（２）自動車税種別割のグリーン化特例の延長 

現行の特例措置について、適用期間を３年延長する。 

特例割合 適用対象車 

軽課 75％軽減（取得翌年度） 

電気自動車、燃料電池自動車 

天然ガス自動車 

プラグインハイブリッド車 

重課 15％重課 
ガソリン車（13年超、ハイブリッド車除く） 

ディーゼル車（11年超） 
 
 （３）障がい者を多数雇用する事業所に対する特例措置の継続 

    障がい者を多数雇用する事業所の事業主が、助成金の支給を受けて事業用施設を取得し、３年以

上事業の用に供した場合における不動産取得税の減額措置について、地方税法による当該減額措置

が令和５年３月31日に廃止となる後も、引き続き独自で減額措置を行うこととする。 
 
３ 施行期日等 

（１）施行期日は、令和５年４月１日とする。ただし、２の(１)に関する事項の一部については、令和

７年４月１日とする。 

（２）所要の経過措置を講ずる。 
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＜参考＞ 

その他の税制改正の内容 

（１）NISAの拡充・恒久化 

    NISA（少額投資非課税制度）について、制度の恒久化に加え、年間投資上限額の拡大、非課税保 

有期間の無期限化等を行う（R6.1～）。 

   現行の「つみたてNISA」と「一般NISA」をそれぞれ「つみたて投資枠」と「成長投資枠」に改組 

する。 

 【制度概要】                                  （ ）内は現行制度 

区 分 投資可能期間 年間投資上限額 非課税保有期間 

つみたて投資枠 

（つみたてNISA） 
恒久化（R24まで） 120万円（40万円） 無期限化（20年間） 

成長投資枠 

（一般NISA） 
恒久化（R10まで） 240万円（120万円） 無期限化（5年間） 

  ※つみたて投資枠と成長投資枠は併用が可能（現行は不可） 

 

 （２）法人関係税に係る国際課税ルール（第２の柱）に関する課税 

   新たな国際課税ルールにおける「第２の柱」（グローバル企業の税負担の最低税率を15％とする 

制度の導入）に関し、地方分については地方法人税で課税する（地方交付税により配分）。 

 

（３）自動車税環境性能割・種別割に係る燃費・排ガス不正行為への対応 

    不正を行ったメーカーが支払う納付不足額への加算割合を引き上げる。 

（加算割合10％→35％） 
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鳥取県税条例の一部を改正する条例 

 

（鳥取県税条例の一部改正） 

第１条 鳥取県税条例（平成13年鳥取県条例第10号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

  

（利子割に係る更正及び決定に関する通知） 

第52条 法第71条の11第４項の規定による更正又は決

定の通知、法第71条の14第７項の規定による過少申

告加算金額又は不申告加算金額の決定の通知及び法

第71条の15第５項の規定による重加算金額の決定の

通知は、規則で定める通知書によって行う。 

 

（利子割に係る更正及び決定に関する通知） 

第52条 法第71条の11第４項の規定による更正又は決

定の通知、法第71条の14第６項の規定による過少申

告加算金額又は不申告加算金額の決定の通知及び法

第71条の15第５項の規定による重加算金額の決定の

通知は、規則で定める通知書によって行う。 

 

（配当割に係る更正及び決定に関する通知） 

第53条の８ 法第71条の32第４項の規定による更正又

は決定の通知、法第71条の35第８項の規定による過

少申告加算金額又は不申告加算金額の決定の通知及

び法第71条の36第５項の規定による重加算金額の決

定の通知は、規則で定める通知書によって行う。 

 

（配当割に係る更正及び決定に関する通知） 

第53条の８ 法第71条の32第４項の規定による更正又

は決定の通知、法第71条の35第７項の規定による過

少申告加算金額又は不申告加算金額の決定の通知及

び法第71条の36第５項の規定による重加算金額の決

定の通知は、規則で定める通知書によって行う。 

 

（株式等譲渡所得割に係る更正及び決定に関する通

知） 

第53条の16 法第71条の52第４項の規定による更正又

は決定の通知、法第71条の55第８項の規定による過

少申告加算金額又は不申告加算金額の決定の通知及

び法第71条の56第５項の規定による重加算金額の決

定の通知は、規則で定める通知書によって行う。 

 

（株式等譲渡所得割に係る更正及び決定に関する通

知） 

第53条の16 法第71条の52第４項の規定による更正又

は決定の通知、法第71条の55第７項の規定による過

少申告加算金額又は不申告加算金額の決定の通知及

び法第71条の56第５項の規定による重加算金額の決

定の通知は、規則で定める通知書によって行う。 

 

（法人の事業税に係る更正及び決定に関する通知） 

第63条 法第72条の42の規定による更正又は決定の通

知、法第72条の46第７項の規定による過少申告加算

金額又は不申告加算金額の決定の通知及び法第72条

の47第５項の規定による重加算金額の決定の通知

は、規則で定める通知書によって行う。 

 

（法人の事業税に係る更正及び決定に関する通知） 

第63条 法第72条の42の規定による更正又は決定の通

知、法第72条の46第６項の規定による過少申告加算

金額又は不申告加算金額の決定の通知及び法第72条

の47第５項の規定による重加算金額の決定の通知

は、規則で定める通知書によって行う。 

 

（個人の事業税の賦課徴収に関する申告） 

第66条 略 

２ 略 

３ 前２項の規定による申告の義務を有しない者で当

該年度の翌年度以後において法第72条の49の12第６

項、第７項又は第14項の規定の適用を受けようとす

るものは、当該年の３月15日までに、法第72条の55

第２項の総務省令で定めるところにより、知事に申

告することができる。 

（個人の事業税の賦課徴収に関する申告） 

第66条 略 

２ 略 

３ 前２項の規定による申告の義務を有しない者で当

該年度の翌年度以後において法第72条の49の12第６

項、第７項又は第10項の規定の適用を受けようとす

るものは、当該年の３月15日までに、法第72条の55

第２項の総務省令で定めるところにより、知事に申

告することができる。 
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（住宅の用に供する土地の取得に対して課する不動産

取得税の減額に関する申告） 

第89条 法第73条の24第１項（法附則第11条の４第１

項の規定により読み替えて適用する場合を含

む。）、第２項又は第３項の規定の適用を受けよう

とする者は、知事が別に定める期日までに、次に掲

げる事項を記載した申告書を知事に提出しなければ

ならない。 

(１)～(６) 略 

２ 略 

３ 第84条第１項の申告書を提出する者で、法第73条

の24第１項（法附則第11条の４第１項の規定により

読み替えて適用する場合を含む。）、第２項又は第

３項の規定の適用を受けようとするものは、当該土

地の取得につきこれらの規定の適用があるべき旨及

び第１項第４号に掲げる事項を付記した第84条第１

項の申告書を提出することにより、第１項の申告書

の提出に代えることができる。この場合において、

法第73条の24第２項又は第３項の規定の適用を受け

ようとする者にあっては第84条第１項の申告書に前

項の書類（前条第２項の規定により既に提出されて

いる書類がある場合には、当該書類を除く。）を、

法附則第11条の４第１項の規定により読み替えて適

用される法第73条の24第１項の規定の適用を受けよ

うとする者にあっては前条第４項の書類（同条第３

項の規定により既に提出されている書類がある場合

には、当該書類を除く。）を添付しなければならな

い。 

４ 略 

 

（住宅の用に供する土地の取得に対して課する不動産

取得税の減額に関する申告） 

第89条 法第73条の24第１項（法附則第11条の４第３

項の規定により読み替えて適用する場合を含

む。）、第２項又は第３項の規定の適用を受けよう

とする者は、知事が別に定める期日までに、次に掲

げる事項を記載した申告書を知事に提出しなければ

ならない。 

(１)～(６) 略 

２ 略 

３ 第84条第１項の申告書を提出する者で、法第73条

の24第１項（法附則第11条の４第３項の規定により

読み替えて適用する場合を含む。）、第２項又は第

３項の規定の適用を受けようとするものは、当該土

地の取得につきこれらの規定の適用があるべき旨及

び第１項第４号に掲げる事項を付記した第84条第１

項の申告書を提出することにより、第１項の申告書

の提出に代えることができる。この場合において、

法第73条の24第２項又は第３項の規定の適用を受け

ようとする者にあっては第84条第１項の申告書に前

項の書類（前条第２項の規定により既に提出されて

いる書類がある場合には、当該書類を除く。）を、

法附則第11条の４第３項の規定により読み替えて適

用される法第73条の24第１項の規定の適用を受けよ

うとする者にあっては前条第４項の書類（同条第３

項の規定により既に提出されている書類がある場合

には、当該書類を除く。）を添付しなければならな

い。 

４ 略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（心身障害者を多数雇用する事業主の施設の取得に対

して課する不動産取得税の減額に関する申告） 

第107条 法附則第11条の４第１項の規定の適用を受

けようとする事業主は、知事が別に定める期日まで

に、次に掲げる事項を記載した申告書に、同項に規

定する助成金の支給を受けたことを証明する書類及

び当該施設の取得の日から引き続き３年以上当該施

設を同項の施行令で定める事業所の事業の用に供し

たことを証明する書類を添付して、知事に提出しな

ければならない。 

(１) 施設を取得した者の住所又は所在地及び氏名

又は名称 

(２) 施設の所在、家屋番号、床面積及び名称 

(３) 施設を取得した年月日 
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(４) 支給を受けた助成金の額及び支給を受けた年

月日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第107条及び第108条 削除 

 

（心身障害者を多数雇用する事業主の施設の取得に対

して課する不動産取得税の徴収猶予に関する申告等） 

第108条 法附則第11条の４第２項において準用する

法第73条の25第１項の規定による徴収猶予の適用を

受けようとする事業主は、次に掲げる事項を記載し

た申告書に、助成金の支給を受けたことを証明する

書類を添付して、第84条第１項の規定による申告を

する際に併せて知事に提出しなければならない。 

(１) 施設を取得した者の住所又は所在地及び氏名

又は名称 

(２) 施設の所在、家屋番号、床面積及び名称 

(３) 施設を取得した年月日 

(４) 支給を受ける助成金の予定金額及び支給を受

ける予定年月日 

２ 法附則第11条の４第２項において準用する法第73

条の27第１項の規定による不動産取得税の還付を受

けようとする者は、当該不動産取得税の年度及び税

額並びに前条各号に掲げる事項を記載した還付申請

書を知事に提出しなければならない。 

（宅地建物取引業者による中古住宅の取得に対して課

する不動産取得税の減額に関する申告） 

第109条 法附則第11条の４第２項の規定の適用を受

けようとする宅地建物取引業者（宅地建物取引業法

（昭和27年法律第167号）第２条第３号に規定する

宅地建物取引業者をいう。以下同じ。）は、知事が

別に定める期日までに、次に掲げる事項を記載した

申告書を知事に提出しなければならない。 

(１)～(４) 略 

２ 前項の申告書には、次に掲げる書類を添付しなけ

ればならない。 

(１) 当該住宅が法附則第11条の４第２項に規定す

る住宅性能向上改修住宅に該当することを証明す

る書類 

(２)・(３) 略 

３ 第84条第１項の申告書を提出する者で、法附則第

11条の４第２項の規定の適用を受けようとするもの

は、住宅の取得につき同項の規定の適用があるべき

旨を付記した第84条第１項の申告書を提出すること

により、第１項の申告書の提出に代えることができ

（宅地建物取引業者による中古住宅の取得に対して課

する不動産取得税の減額に関する申告） 

第109条 法附則第11条の４第４項の規定の適用を受

けようとする宅地建物取引業者（宅地建物取引業法

（昭和27年法律第167号）第２条第３号に規定する

宅地建物取引業者をいう。以下同じ。）は、知事が

別に定める期日までに、次に掲げる事項を記載した

申告書を知事に提出しなければならない。 

(１)～(４) 略 

２ 前項の申告書には、次に掲げる書類を添付しなけ

ればならない。 

(１) 当該住宅が法附則第11条の４第４項に規定す

る住宅性能向上改修住宅に該当することを証明す

る書類 

(２)・(３) 略 

３ 第84条第１項の申告書を提出する者で、法附則第

11条の４第４項の規定の適用を受けようとするもの

は、住宅の取得につき同項の規定の適用があるべき

旨を付記した第84条第１項の申告書を提出すること

により、第１項の申告書の提出に代えることができ
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る。この場合においては、第84条第１項の申告書に

前項の書類を添付しなければならない。 

 

る。この場合においては、第84条第１項の申告書に

前項の書類を添付しなければならない。 

 

（宅地建物取引業者による中古住宅の取得に対して課

する不動産取得税の徴収猶予に関する申告等） 

第110条 法附則第11条の４第３項において準用する

法第73条の25第１項の規定による徴収猶予の適用を

受けようとする宅地建物取引業者は、次に掲げる事

項を記載した申告書に、住宅を取得した日から２年

以内に改修工事を行うことを証明する書類を添付し

て、第84条第１項の規定による当該住宅の取得の申

告をする際に併せて知事に提出しなければならな

い。 

(１)～(５) 略 

２ 法附則第11条の４第３項において準用する法第73

条の27第１項の規定による不動産取得税の還付を受

けようとする宅地建物取引業者は、当該不動産取得

税の年度及び税額並びに前条第１項各号に掲げる事

項を記載した還付申請書を知事に提出しなければな

らない。 

 

（宅地建物取引業者による中古住宅の取得に対して課

する不動産取得税の徴収猶予に関する申告等） 

第110条 法附則第11条の４第５項において準用する

法第73条の25第１項の規定による徴収猶予の適用を

受けようとする宅地建物取引業者は、次に掲げる事

項を記載した申告書に、住宅を取得した日から２年

以内に改修工事を行うことを証明する書類を添付し

て、第84条第１項の規定による当該住宅の取得の申

告をする際に併せて知事に提出しなければならな

い。 

(１)～(５) 略 

２ 法附則第11条の４第５項において準用する法第73

条の27第１項の規定による不動産取得税の還付を受

けようとする宅地建物取引業者は、当該不動産取得

税の年度及び税額並びに前条第１項各号に掲げる事

項を記載した還付申請書を知事に提出しなければな

らない。 

 

（宅地建物取引業者による中古住宅の用に供する土地

の取得に対して課する不動産取得税の減額に関する申

告） 

第111条 法附則第11条の４第４項の規定の適用を受

けようとする宅地建物取引業者は、知事が別に定め

る期日までに、次に掲げる事項を記載した申告書を

知事に提出しなければならない。 

(１)～(６) 略 

２ 前項の申告書には、次に掲げる書類を添付しなけ

ればならない。ただし、第109条第２項の規定によ

り既に提出されている書類については、添付を省略

することができる。 

(１) 当該住宅が法附則第11条の４第４項に規定す

る特定住宅性能向上改修住宅に該当することを証

明する書類 

(２)・(３) 略 

３ 第84条第１項の申告書を提出する者で、法附則第

11条の４第４項の規定の適用を受けようとするもの

は、土地の取得につき同項の規定の適用があるべき

旨を付記した第84条第１項の申告書を提出すること

により、第１項の申告書の提出に代えることができ

る。 

４ 略 

 

（宅地建物取引業者による中古住宅の用に供する土地

の取得に対して課する不動産取得税の減額に関する申

告） 

第111条 法附則第11条の４第６項の規定の適用を受

けようとする宅地建物取引業者は、知事が別に定め

る期日までに、次に掲げる事項を記載した申告書を

知事に提出しなければならない。 

(１)～(６) 略 

２ 前項の申告書には、次に掲げる書類を添付しなけ

ればならない。ただし、第109条第２項の規定によ

り既に提出されている書類については、添付を省略

することができる。 

(１) 当該住宅が法附則第11条の４第６項に規定す

る特定住宅性能向上改修住宅に該当することを証

明する書類 

(２)・(３) 略 

３ 第84条第１項の申告書を提出する者で、法附則第

11条の４第６項の規定の適用を受けようとするもの

は、土地の取得につき同項の規定の適用があるべき

旨を付記した第84条第１項の申告書を提出すること

により、第１項の申告書の提出に代えることができ

る。 

４ 略 
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（宅地建物取引業者による中古住宅の用に供する土地

の取得に対して課する不動産取得税の徴収猶予に関す

る申告等） 

第112条 法附則第11条の４第５項において準用する

法第73条の25第１項の規定による徴収猶予の適用を

受けようとする宅地建物取引業者は、次に掲げる事

項を記載した申告書に、住宅を取得した日から２年

以内に改修工事を行うことを証明する書類を添付し

て、第84条第１項の規定による当該住宅の取得の申

告をする際に併せて知事に提出しなければならな

い。 

(１)～(６) 略 

２ 法附則第11条の４第５項において準用する法第73

条の27第１項の規定による不動産取得税の還付を受

けようとする宅地建物取引業者は、当該不動産取得

税の年度及び税額並びに前条第１項各号に掲げる事

項を記載した還付申請書を知事に提出しなければな

らない。 

 

（宅地建物取引業者による中古住宅の用に供する土地

の取得に対して課する不動産取得税の徴収猶予に関す

る申告等） 

第112条 法附則第11条の４第７項において準用する

法第73条の25第１項の規定による徴収猶予の適用を

受けようとする宅地建物取引業者は、次に掲げる事

項を記載した申告書に、住宅を取得した日から２年

以内に改修工事を行うことを証明する書類を添付し

て、第84条第１項の規定による当該住宅の取得の申

告をする際に併せて知事に提出しなければならな

い。 

(１)～(６) 略 

２ 法附則第11条の４第７項において準用する法第73

条の27第１項の規定による不動産取得税の還付を受

けようとする宅地建物取引業者は、当該不動産取得

税の年度及び税額並びに前条第１項各号に掲げる事

項を記載した還付申請書を知事に提出しなければな

らない。 

 

（たばこ税に係る更正、決定等に関する通知） 

第123条 法第74条の20第４項の規定による更正又は

決定の通知、法第74条の23第７項の規定による過少

申告加算金額又は不申告加算金額の決定の通知及び

法第74条の24第５項の規定による重加算金額の決定

の通知は、規則で定める通知書によって行う。 

（たばこ税に係る更正、決定等に関する通知） 

第123条 法第74条の20第４項の規定による更正又は

決定の通知、法第74条の23第６項の規定による過少

申告加算金額又は不申告加算金額の決定の通知及び

法第74条の24第５項の規定による重加算金額の決定

の通知は、規則で定める通知書によって行う。 

 

（ゴルフ場利用税に係る更正及び決定に関する通知） 

第133条 法第87条第４項の規定による更正又は決定

の通知、法第90条第７項の規定による過少申告加算

金額又は不申告加算金額の決定の通知及び法第91条

第５項の規定による重加算金額の決定の通知は、規

則で定める通知書によって行う。 

（ゴルフ場利用税に係る更正及び決定に関する通知） 

第133条 法第87条第４項の規定による更正又は決定

の通知、法第90条第６項の規定による過少申告加算

金額又は不申告加算金額の決定の通知及び法第91条

第５項の規定による重加算金額の決定の通知は、規

則で定める通知書によって行う。 

  

（軽油引取税に係る更正、決定等に関する通知） 

第134条の42 法第144条の44第４項の規定による更正

又は決定の通知、法第144条の47第７項の規定によ

る過少申告加算金額又は不申告加算金額の決定の通

知及び法第144条の48第５項の規定による重加算金

額の決定の通知は、規則で定める通知書によって行

う。 

 

（軽油引取税に係る更正、決定等に関する通知） 

第134条の42 法第144条の44第４項の規定による更正

又は決定の通知、法第144条の47第６項の規定によ

る過少申告加算金額又は不申告加算金額の決定の通

知及び法第144条の48第５項の規定による重加算金

額の決定の通知は、規則で定める通知書によって行

う。 

（環境性能割の非課税） 

第136条の２ 道路運送法（昭和26年法律第183号）第

３条第１号イに規定する一般乗合旅客自動車運送事

業を経営する者が、地域住民の生活に必要な路線で

（環境性能割の非課税） 

第136条の２ 道路運送法（昭和26年法律第183号）第

３条第１号イに規定する一般乗合旅客自動車運送事

業を経営する者が、地域住民の生活に必要な路線で
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輸送人員の減少等により運行の維持が困難になって

いるものとして、国と協調して県がその運行する車

両の購入に係る補助金の交付の対象とした路線の運

行の用に供する一般乗合用のバスに対しては、当該

一般乗合用のバスの取得が令和７年３月31日までに

行われたときに限り、第135条の２第１項の規定に

かかわらず、環境性能割を課さない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 法第157条第１項第３号イ若しくはロ又は第２項

第３号イ若しくはロに掲げる軽油自動車に対して

は、当該軽油自動車の取得が令和４年４月１日から

令和５年12月31日までの間に行われたときに限り、

第135条の２第１項の規定にかかわらず、環境性能

割を課さない。 

 

輸送人員の減少等により運行の維持が困難になって

いるものとして、国と協調して県がその運行する車

両の購入に係る補助金の交付の対象とした路線の運

行の用に供する一般乗合用のバスに対しては、当該

一般乗合用のバスの取得が令和５年３月31日までに

行われたときに限り、第135条の２第１項の規定に

かかわらず、環境性能割を課さない。 

２ 法第157条第１項第１号ロ（同条第４項又は第５

項において準用する場合を含む。）又は第２号ロ若

しくは第３号ロ（これらの規定を同条第５項におい

て準用する場合を含む。）に掲げる自動車に対して

は、当該自動車の取得が令和元年10月１日から令和

３年12月31日までの間（第137条の６第２項におい

て「特定期間」という。）に行われたときに限り、

第135条の２第１項の規定にかかわらず、環境性能

割を課さない。 

３ 法第149条第１項第６号に規定する軽油自動車の

うち、同号イ(１)に規定する平成30年軽油軽中量車

基準又は同号イ(１)に規定する平成21年軽油軽中量

車基準に適合する乗用車（同号イ又はロに掲げる乗

用車を除く。）に対しては、当該軽油自動車の取得

が令和３年４月１日から令和４年３月31日までの間

に行われたときに限り、第135条の２第１項の規定

にかかわらず、環境性能割を課さない。 

４ 法第157条第１項第３号イ若しくはロ又は第２項

第３号イに掲げる軽油自動車に対しては、当該軽油

自動車の取得が令和４年４月１日から令和５年３月

31日までの間に行われたときに限り、第135条の２

第１項の規定にかかわらず、環境性能割を課さな

い。 

 

（環境性能割の税率の特例） 

第137条の６ 略 

 

（環境性能割の税率の特例） 

第137条の６ 略 

２ 自家用の乗用車に対する前条第２項及び第３項の

規定の適用については、当該自家用の乗用車の取得

が特定期間に行われたときに限り、前条第２項中

「100分の２」とあるのは「100分の１」と、前条第

３項中「100分の３」とあるのは「100分の２」とす

る。 

 

（種別割の税率） 

第138条 種別割の税率は、１台について１年当た

り、次の各号に掲げる種別割の区分に応じ、それぞ

れ当該各号に定める額とする。 

(１) 次号から第５号までに掲げる種別割以外の種

（種別割の税率） 

第138条 種別割の税率は、１台について１年当た

り、次の各号に掲げる種別割の区分に応じ、それぞ

れ当該各号に定める額とする。 

(１) 次号から第６号までに掲げる種別割以外の種
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別割 次の表の通常税率の欄に定める額 

(２) 法第149条第１項第４号に規定するガソリン

自動車又は同項第５号に規定する石油ガス自動車

で平成25年３月31日までに最初の新規登録を受け

たもの（天然ガス自動車、法附則第12条の３第１

項に規定するメタノール自動車、同項に規定する

混合メタノール自動車及び電力併用自動車並びに

一般乗合用のバス及び被けん引自動車（以下この

条及び次条において「天然ガス自動車等」とい

う。）並びに自家用の乗用車（３輪の小型自動車

であるものを除く。）並びに特種用途自動車のう

ち乗用車に類する教習車及びキャンピング車（以

下この条及び次条において「自家用乗用車等」と

いう。）を除く。）に係る最初の新規登録を受けた

日から起算して14年を経過した日の属する年度以

後の年度分の種別割 次の表の重課税率の欄に定

める額 

別割 次の表の通常税率の欄に定める額 

(２) 法第149条第１項第４号に規定するガソリン

自動車又は同項第５号に規定する石油ガス自動車

で平成22年３月31日までに最初の新規登録を受け

たもの（天然ガス自動車、法附則第12条の３第１

項に規定するメタノール自動車、同項に規定する

混合メタノール自動車及び電力併用自動車並びに

一般乗合用のバス及び被けん引自動車（以下この

条及び次条において「天然ガス自動車等」とい

う。）並びに自家用の乗用車（３輪の小型自動車

であるものを除く。）並びに特種用途自動車のう

ち乗用車に類する教習車及びキャンピング車（以

下この条及び次条において「自家用乗用車等」と

いう。）を除く。）に係る最初の新規登録を受けた

日から起算して14年を経過した日の属する年度以

後の年度分の種別割 次の表の重課税率の欄に定

める額 

(３) 法第149条第１項第６号に規定する軽油自動

車その他の前号に掲げる自動車以外の自動車で平

成27年３月31日までに最初の新規登録を受けたも

の（天然ガス自動車等及び自家用乗用車等を除

く。）に係る最初の新規登録を受けた日から起算

して12年を経過した日の属する年度以後の年度分

の種別割 次の表の重課税率の欄に定める額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(４) 法附則第12条の３第２項各号に掲げる自動車

で令和４年４月１日から令和８年３月31日までの

間に最初の新規登録を受けたものに係る当該最初

の新規登録を受けた日の属する年度の翌年度分の

種別割 次の表の最大軽課税率の欄に定める額 

 

 

 

 

(５) 法附則第12条の３第３項各号に掲げる自動車

のうち営業用の自動車（前号の規定の適用を受け

るものを除く。）で令和４年４月１日から令和７

(３) 法第149条第１項第６号に規定する軽油自動

車その他の前号に掲げる自動車以外の自動車で平

成24年３月31日までに最初の新規登録を受けたも

の（天然ガス自動車等及び自家用乗用車等を除

く。）に係る最初の新規登録を受けた日から起算

して12年を経過した日の属する年度以後の年度分

の種別割 次の表の重課税率の欄に定める額 

(４) 法附則第12条の３第２項第１号から第３号ま

でに掲げる自動車のうち自家用の乗用車で令和３

年４月１日から令和４年３月31日までの間に最初

の新規登録を受けたものに係る令和４年度分の種

別割及び同項第１号から第３号までに掲げる自動

車のうち自家用の乗用車で令和４年４月１日から

令和５年３月31日までの間に最初の新規登録を受

けたものに係る令和５年度分の種別割 次の表の

最大軽課税率の欄に定める額 

(５) 法附則第12条の３第５項各号に掲げる自動車

（自家用の乗用車を除く。以下この号において同

じ。）で令和３年４月１日から令和４年３月31日

までの間に最初の新規登録を受けたものに係る令

和４年度分の種別割及び同項各号に掲げる自動車

で令和４年４月１日から令和５年３月31日までの

間に最初の新規登録を受けたものに係る令和５年

度分の種別割 次の表の最大軽課税率の欄に定め

る額 

(６) 法附則第12条の３第６項各号に掲げる自動車

のうち営業用の自動車（前項の規定の適用を受け

るものを除く。以下この号において同じ。）で令
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年３月31日までの間に最初の新規登録を受けたも

のに係る当該最初の新規登録を受けた日の属する

年度の翌年度分の種別割 次の表の最小軽課税率

の欄に定める額 

 

 

 

 略 
 

和３年４月１日から令和４年３月31日までの間に

最初の新規登録を受けたものに係る令和４年度分

の種別割及び同項各号に掲げる自動車のうち営業

用の自動車で令和４年４月１日から令和５年３月

31日までの間に最初の新規登録を受けたものに係

る令和５年度分の種別割 次の表の最小軽課税率

の欄に定める額 

 略 
 

２ 前項の表(２)アのａからｍまで及び(２)イのａか

らｍまでに掲げる自動車のうち最大乗車定員が４人

以上であるものに係る種別割の税率は、同項の規定

にかかわらず、１台について１年当たり、同項に定

める額に、同項第１号に掲げる種別割にあっては次

の表の通常税率の欄に定める額を、同項第２号又は

第３号に掲げる種別割にあっては同表の重課税率の

欄に定める額を、同項第４号に掲げる種別割にあっ

ては同表の最大軽課税率の欄に定める額を、同項第

５号に掲げる種別割にあっては同表の最小軽課税率

の欄に定める額を、それぞれ加算した額とする。 

 

 略 
 

２ 前項の表(２)アのａからｍまで及び(２)イのａか

らｍまでに掲げる自動車のうち最大乗車定員が４人

以上であるものに係る種別割の税率は、同項の規定

にかかわらず、１台について１年当たり、同項に定

める額に、同項第１号に掲げる種別割にあっては次

の表の通常税率の欄に定める額を、同項第２号又は

第３号に掲げる種別割にあっては同表の重課税率の

欄に定める額を、同項第４号及び同項第５号に掲げ

る種別割にあっては同表の最大軽課税率の欄に定め

る額を、同項第６号に掲げる種別割にあっては同表

の最小軽課税率の欄に定める額を、それぞれ加算し

た額とする。 

 略 
 

 

第139条 令和元年９月30日までに最初の新規登録を

受けた自家用乗用車等であって、鳥取県税条例等の

一部を改正する条例（平成28年鳥取県条例第33号）

第３条の規定による改正前の鳥取県税条例（以下こ

の条において「旧条例」という。）第135条第１項の

規定により旧条例に規定する自動車税を課されたも

の（同日までに最初の新規登録を受けた自家用乗用

車等であって地方税法等の一部を改正する等の法律

（平成28年法律第13号）第２条の規定による改正前

の地方税法第146条その他の地方税に関する法律並

びに旧条例第136条、第137条及び第137条の２の規

定により旧条例に規定する自動車税を課されなかっ

たものを含む。）又は同日までに法の施行地外にお

いて法第146条第２項に規定する運行に相当するも

のとして総務省令で定めるものの用に供されたこと

がある自家用乗用車等であって令和元年10月１日以

後に最初の新規登録を受けたものに対して課する種

別割の税率は、前条の規定にかかわらず、１台につ

いて１年当たり、次の各号に掲げる種別割の区分に

応じ、それぞれ当該各号に定める額とする。 

(１) 次号及び第３号に掲げる種別割以外の種別割 

次の表の通常税率の欄に定める額 

(２) 法第149条第１項第４号に規定するガソリン

 

第139条 令和元年９月30日までに最初の新規登録を

受けた自家用乗用車等であって、鳥取県税条例等の

一部を改正する条例（平成28年鳥取県条例第33号）

第３条の規定による改正前の鳥取県税条例（以下こ

の条において「旧条例」という。）第135条第１項の

規定により旧条例に規定する自動車税を課されたも

の（同日までに最初の新規登録を受けた自家用乗用

車等であって地方税法等の一部を改正する等の法律

（平成28年法律第13号）第２条の規定による改正前

の地方税法第146条その他の地方税に関する法律並

びに旧条例第136条、第137条及び第137条の２の規

定により旧条例に規定する自動車税を課されなかっ

たものを含む。）又は同日までに法の施行地外にお

いて法第146条第２項に規定する運行に相当するも

のとして総務省令で定めるものの用に供されたこと

がある自家用乗用車等であって令和元年10月１日以

後に最初の新規登録を受けたものに対して課する種

別割の税率は、前条の規定にかかわらず、１台につ

いて１年当たり、次の各号に掲げる種別割の区分に

応じ、それぞれ当該各号に定める額とする。 

(１) 次号から第３号までに掲げる種別割以外の種

別割 次の表の通常税率の欄に定める額 

(２) 法第149条第１項第４号に規定するガソリン
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自動車又は同項第５号に規定する石油ガス自動車

で平成25年３月31日までに最初の新規登録を受け

たもの（天然ガス自動車等を除く。）に係る最初

の新規登録を受けた日から起算して14年を経過し

た日の属する年度以後の年度分の種別割 次の表

の重課税率の欄に定める額 

(３) 法第149条第１項第６号に規定する軽油自動

車その他の前号に掲げる自動車以外の自動車で平

成27年３月31日までに最初の新規登録を受けたも

の（天然ガス自動車等を除く。）に係る最初の新

規登録を受けた日から起算して12年を経過した日

の属する年度以後の年度分の種別割 次の表の重

課税率の欄に定める額 

 略 
 

自動車又は同項第５号に規定する石油ガス自動車

で平成22年３月31日までに最初の新規登録を受け

たもの（天然ガス自動車等を除く。）に係る最初

の新規登録を受けた日から起算して14年を経過し

た日の属する年度以後の年度分の種別割 次の表

の重課税率の欄に定める額 

(３) 法第149条第１項第６号に規定する軽油自動

車その他の前号に掲げる自動車以外の自動車で平

成24年３月31日までに最初の新規登録を受けたも

の（天然ガス自動車等を除く。）に係る最初の新

規登録を受けた日から起算して12年を経過した日

の属する年度以後の年度分の種別割 次の表の重

課税率の欄に定める額 

 略 
 

  

（産業廃棄物処分場税に係る更正及び決定に関する通

知） 

第228条 法第733条の16第４項の規定による更正又は

決定の通知、法第733条の18第８項の規定による過

少申告加算金額又は不申告加算金額の決定の通知及

び法第733条の19第５項の規定による重加算金額の

決定の通知は、規則で定める通知書によって行う。 

（産業廃棄物処分場税に係る更正及び決定に関する通

知） 

第228条 法第733条の16第４項の規定による更正又は

決定の通知、法第733条の18第７項の規定による過

少申告加算金額又は不申告加算金額の決定の通知及

び法第733条の19第５項の規定による重加算金額の

決定の通知は、規則で定める通知書によって行う。 

 

附 則 

 

附 則 

 

（国の税制改正に伴う検討） 

第18条 略 

 

（不動産取得税の減額等） 

第19条 知事は、心身障害者を多数雇用するものとし

て規則で定める事業所の事業主が障害者の雇用の促

進等に関する法律（昭和35年法律第123号）第49条

第１項第６号の助成金の支給を受けて、当該事業所

の事業の用に供する施設で規則で定めるものを取得

した場合において、その者が当該施設の取得の日か

ら引き続き３年以上当該施設を当該事業所の事業の

用に供したときは、当該施設の取得に対して課する

不動産取得税については、当分の間、当該税額から

価格の10分の１に相当する額に税率を乗じて得た額

を減額するものとする。 

２ 前項の規定の適用を受けようとする事業主は、知

事が別に定める期日までに、次に掲げる事項を記載

した申告書に、同項に規定する助成金の支給を受け

たことを証明する書類及び当該施設の取得の日から

引き続き３年以上当該施設を当該事業所の事業の用

 

（国の税制改正に伴う検討） 

第18条 略 
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に供したことを証明する書類を添付して、知事に提

出しなければならない。 

(１) 施設を取得した者の住所又は所在地及び氏名

又は名称 

(２) 施設の所在、家屋番号、床面積及び名称 

(３) 施設を取得した年月日 

(４) 支給を受けた助成金の額及び支給を受けた年

月日 

３ 第１項に規定する施設の取得に対して課する不動

産取得税の税額の徴収猶予及びその取消し並びに当

該不動産取得税の還付については、法第73条の25か

ら第73条の27までの規定の例による。 

４ 法第73条の25第１項の規定の例により不動産取得

税の税額の徴収猶予の適用を受けようとする事業主

は、次に掲げる事項を記載した申告書に、助成金の

支給を受けたことを証明する書類を添付して、第84

条第１項の規定による申告をする際に併せて知事に

提出しなければならない。 

(１) 施設を取得した者の住所又は所在地及び氏名

又は名称 

(２) 施設の所在、家屋番号、床面積及び名称 

(３) 施設を取得した年月日 

(４) 支給を受ける助成金の予定金額及び支給を受

ける予定年月日 

５ 法第73条の27第１項の規定の例により不動産取得

税の還付を受けようとする者は、当該不動産取得税

の年度及び税額並びに前項各号に掲げる事項を記載

した還付申請書を知事に提出しなければならない。 

 

第２条 鳥取県税条例の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

  

（環境性能割の非課税） 

第136条の２ 略 

 

（環境性能割の非課税） 

第136条の２ 略 

２ 法第157条第１項第３号イ若しくはロ又は第２項

第３号イ若しくはロに掲げる軽油自動車に対して

は、当該軽油自動車の取得が令和４年４月１日から

令和５年12月31日までの間に行われたときに限り、

第135条の２第１項の規定にかかわらず、環境性能

割を課さない。 

 

（環境性能割の税率） 

第137条の５ 法第157条第１項（同条第４項から第６

項までにおいて準用する場合を含む。）に掲げる自

 

（環境性能割の税率） 

第137条の５ 法第157条第１項（同条第４項又は第５

項において準用する場合を含む。）に掲げる自動車
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動車に対して課する環境性能割の税率は、100分の

１とする。 

２ 法第157条第２項（同条第４項から第６項までに

おいて準用する場合を含む。）に掲げる自動車（前

項の規定の適用を受ける自動車を除く。）に対して

課する環境性能割の税率は、100分の２とする。 

３ 略 

に対して課する環境性能割の税率は、100分の１と

する。 

２ 法第157条第２項（同条第４項又は第５項におい

て準用する場合を含む。）に掲げる自動車（前項の

規定の適用を受ける自動車を除く。）に対して課す

る環境性能割の税率は、100分の２とする。 

３ 略 

 

   附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、令和５年４月１日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日

から施行する。 

  (１) 第１条中鳥取県税条例第52条、第53条の８、第53条の16、第63条、第123条、第133条、第134条の42及

び第228条の改正規定並びに第１条の規定による改正後の鳥取県税条例（以下「新条例」という。）第136条

の２第２項の改正規定（同項中「第２項第３号イ」の次に「若しくはロ」を加える部分に限る。） 令和６

年１月１日 

  (２) 第２条の規定 令和７年４月１日 

（自動車税に関する経過措置） 

第２条 新条例の規定中自動車税の環境性能割に関する部分は、この条例の施行の日（以下「施行日」とい

う。）又は前条第１号に掲げる規定の施行の日（以下「１号施行日」という。）以後に取得された自動車に対し

て課すべき自動車税の環境性能割について適用し、施行日又は１号施行日前に取得された自動車に対して課す

る自動車税の環境性能割については、それぞれ、なお従前の例による。 

２ 第２条の規定による改正後の鳥取県税条例の規定中自動車税の環境性能割に関する部分は、同条の規定の施

行の日以後に取得された自動車に対して課すべき自動車税の環境性能割について適用し、同日前に取得された

自動車に対して課する自動車税の環境性能割については、なお従前の例による。 

第３条 新条例の規定中自動車税の種別割に関する部分は、令和５年度以後の年度分の自動車税の種別割につい

て適用し、令和４年度分までの自動車税の種別割については、なお従前の例による。 

（規則への委任） 

第４条 第211回国会において地方税法等の一部を改正する法律（令和５年法律第   号）が原案どおり成立

しない場合における鳥取県税条例の適用に関し必要な事項その他この条例の施行に関し必要な経過措置は、規

則で定める。 
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